
例えば、特定の公共職業安定所が実施している無料職業紹介業務を、その場所とハロー

ワーク求人情報を民間事業者に利用させ、実施させることとした場合（当該業務のために

現在国が支出している予算相当額を当該民間事業者に対し交付することを想定 、どのよ）

うな問題が生ずるのか。また、どのような法令上の手当てが必要となるのか。

、 、ご質問の点については 平成１６年１０月４日及び同月２０日の官業民営化等ＷＧのほか

本年１１月１２日に開催された官製市場民間開放委員会においても説明したとおり。



①企業からの求人受付の仕組みとそのための費用について。

②求人申し込みは公共職業安定所に来なくともメールやファックス等で可能か。

③また求人先企業を職安の職員が事前にかならず訪問し、その実態を確認しているか（法

令上の規定と実態の双方について 。）

④求人開拓にあたる人員は正規職員・非常勤でどちらが主か。非常勤職員一人当たりどの

程度の求人開拓率か。

① 事業主が公共職業安定所に来所し、求人申込書に求人内容を記入して提出することによ

り求人申込みを行う。安定所職員はその内容を法令に違反していないかどうか等について

確認し、必要に応じ指導を行った上で、求人の受理を行う。

公共職業安定所の求人受付について、他の業務と分割して費用を算出することはできな

い。

② 事業所が求人申込みを行う際は、職業安定法及び同法施行規則により、労働条件等の明

示を書面のほか電子メールにより行うことも可能となっており、公共職業安定所に来所せ

ずに行うこともできる。

③ 求人先企業を安定所職員が事前に必ず訪問した上で、その実態を確認するという法令上

の規定はない。実務上は、原則として、求人申込みの際には来所いただき、事業所の状況

を確認している。

④ 求人開拓を含む職業紹介は、職員の指示、指導のもと、職員と非常勤職員が連携しつつ

行っているところである。

安定所に配置されている非常勤職員である求人開拓推進員（１，５００人）による開拓

求人数は、求人件数で496,244件、求人数で1,135,568人であり、非常勤職員一人当たりの

開拓求人数は、求人件数で330.8件、求人数で757.0人である （職員数、開拓求人数は平。

成１５年度）



◆公共職業安定所による無料職業紹介の結果、求職者が県域を越えて就
職した件数及び割合（直近三年間）

（人）

うち他県への就職件数 割合（％）

１３年度 1,380,617 114,196 8.3

１４年度 1,444,564 130,447 9.0

１５年度 1,505,694 147,347 9.8

１３年度 196,873 4,696 2.4

１４年度 193,420 4,623 2.4

１５年度 187,349 4,493 2.4

１３年度 30,084 8,222 27.3

１４年度 32,656 9,196 28.2

１５年度 35,852 11,260 31.4

１３年度 81,712 5,611 6.9

１４年度 91,928 6,819 7.4

１５年度 99,271 10,349 10.4

１３年度 47,096 8,605 18.3

１４年度 50,407 10,283 20.4

１５年度 52,808 12,101 22.9

１３年度 53,345 4,372 8.2

１４年度 57,366 4,975 8.7

１５年度 62,537 5,883 9.4

（資料出所）職業安定業務統計

就職件数（新規学卒者及びパートタイムを除く）
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